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開発思想の系譜

社会資本の変遷から『成長の限界』の本質を考える

⇒【持続可能な開発】は可能なのか？

2019年12月21日（土）

鳴尾 眞二
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問題意識の所在

豊かさ、便利さ、効率を追求した近代の軌跡
• 開発とは？
• 産業構造の高度化と人口移動（都市集中、農村社会の過疎化）
• 大衆消費社会がもたらしたもの
• 耐久消費財の功罪
• 真の豊かさとは何か

• 価値観の転換（成長から成熟へ、競争から共創へ、市場経済を超えて、安心安全
の社会）

技術・エネルギー開発
• エネルギー転換の歴史とエネルギー自治
• 技術の適用形態（巨大集中から分散技術への転換）
• 産業社会の変化（地球環境に訴求した事業戦略）
• デジタル社会がもたらす可能性の出現
• 近代を乗り越える力 vs. 近代のおしとどめる力⇒ポスト近代社会を構築するため
に

開発思想の大転換
• 国土計画ー地域開発ー地域再生ー地域創成
• 地域の社会関係資本（Social Capital)形成
• 「持続可能な開発」は定義可能なのか？ 3

問題提起：開発と発展（成長）の関係

開
発

発展
経済成長社会成熟

“脱成長”

（物質的豊かさ）（精神的豊かさ）

豊かになっていく

（経済・産業力を高める）（社会共生力を高める）

人間、地域、自然との調和

“マイナス成長社会”
失業、社会不安、停滞

貨幣で計測できる。

“成長至上主義”（転換）

“荒廃した国土に、衰退した社会”

“マイナス成長” “マイナス成熟社会”

競争、

均衡点？？？

開
発
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２．経済計画近代産業育成

1-1.国の開発計画（国防、産業・経済、国土、地域開発）の推移

5

１．国防

３．国土計画

戦前（明治維新から第2次大戦） 戦後～～

４．地域開発：地方政府の取り組み

「地域格差是正」、「国
土の均衡ある発展」を

目指して。

近代：中央集権体制 （約150年間）

地方
分権改革

戦国時代から江戸末期

地方分権体制（約400年間）

現在

終戦
明治維新

各地域（幕府、諸藩）が独自に開
発に取り組んだのではないか？

安全保障

富国強兵

殖産興業

戦前の制度設計の歴史
（岩倉使節団、お雇い外国人、西欧化、近
代化、条約改正、列強の仲間入り、衝突）

列強進出に対抗：日清・日露、
第1次、第2次大戦（50年）

（70年の平和）

指導力

鎖国政策

朝鮮半島、大
陸からの脅威

開国
西欧との接触
（1543年種子島）

明治の
国土開発

地方
創成

１．国の開発計画

１-2.全国総合開発計画の系譜

6

昭和25年国土総合開発法

アメリカのTVA等にみられる
ニューディール政策の影響

平成17年国土形成計画法

2008年
国土形成計画

2015年あらたな
国土形成計画

全国総合開発計画

新
全国総合開発計画

第三次
全国総合開発計画

第四次
全国総合開発計画

２１世紀の国土の
グランドデザイン

３．国民所得倍増計画

２．新長期経済計画

１．経済自立5か年計画

１４．経済社会のあるべき姿

４～～～１３

1999年

2005年
2001年 経済企画庁 廃止

開発から整備へ
（利用、整備、保全）

新たな「公」を基軸
とした地域づくり

（成長志向復活）

1961～70 1962年 拠点開発方式
（新産業都市指定）

大規模プロジェクト構想
（過疎過密、地域格差解消）

定住圏構想

多極分散型国土形成構想

地域の選択と責任に基づく
地域づくり

（地域開発の視点から）（国土計画の系譜）（経済計画の系譜）

地方分権

地域再生

地方消滅

地方創生
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1-3．総合政策関連図
（国土計画、地域計画を取りまく

政策環境分析）

7

国土計画 国土構造

地域構造地域計画

開発

経済政策 経済計画

国防

政策的・政治的意図

中央政府

地方政府

企業の
判断

誘致企業

立地、
進出、
投資

生活、
労働、
消費

地域社会

外部要因１．
技術革新

外部要因３．
国際政治・
経済環境

外部要因２．

地勢・資源（歴史
的・地理的要因）

外部要因４．
安全保障
環境

産業政策

産業インフラ整備

国土の利用・保全

地域振興

内部メカニズム

新たな公
（共助の仕組み）

開発

住民

国土政策

地域政策

地場産業

（生活インフラ整備）

1-4. 開発⇒公共投資⇒社会資本形成⇒経済成長

経済政策

国土計画

地域開発

開発
社会インフラの整備
（社会資本の拡充）

経済成長

実
現
可
能
性

方
針

枠
組
み

公共投資
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2-１．“社会資本（ソーシャル・キャピタル）”とは何か？－－－１

9

１．社会的インフラストラクチャーとして社会資本をとらえる
『社会資本の未来』社会資本整備研究会、1999年

1960年の『国民所得倍増計画』では、公共投資をその機能によって１）産業基盤（道路、港湾、

農林水産）、２）民生安定（住宅、環境衛生、厚生福祉）、３）国土保全及びその他の投資に分
類。

定義：「私的動機にゆだねると著しくその供給が不足する資本。ここにいう資本とは、公共事業
の対象となっている固定資本であり、人工物に限定される。制度、人的資本、知識、自然など
は対象とされない。」
２．社会的共通資本として社会資本をとらえる
『社会的共通資本』宇沢弘文、2000年

定義：「すべての人が豊かな経済生活を営み、優れた文化を展開し、魅力ある社会を維持する
ための「社会的装置」」社会的装置としての３つの構成

１）自然環境、
２）社会的インフラストラクチャー、
３）制度資本（教育、医療、金融、司法）

３．新国富計算：2012年「国連持続可能な開発会議（リオ＋２０）」で「新国富報告書（Inclusive 
Wealth Report)２０１２」が公表された。その内容は3つの資本群（自然資本、人工資本、人的資
本）で構成され、「現在を生きる我々、そして将来の世代が得るであろう福祉（Well-being)を生
み出す、社会が保有する富の金銭的価値を指標化する」ものである。

尚、新国富の計算方法はそれぞれの資本群の資本項目の資本単位にシャドウプライス（潜在
資本価格）を掛けて試算する。

２．社会資本

2-2. 新国富指標から持続可能な開発を考える

1010

新国富
（社会的共通資本）

２
人工資本

１
自然資本

３
人的資本

生産

フロー

GDP

ストック

消費

新国富の運用益

投資

現在の世代
の豊かさ

将来の世代
の豊かさ

資
本
へ
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

＝

持
続
可
能
性
の
指
標
と
な
る
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2-3. もうひとつの“社会資本（ソーシャル・キャピタル）” －－－２

11

４．社会関係資本として社会資本（ソーシャル・キャピタル）をとらえる
『哲学する民主主義』R.パットナム、1993年、『孤独なボーリング』R.パットナム、
2000年

定義「ソーシャル・キャピタルとは、人々の協調行動を活発にすることによって社会
の効率を改善できる、信頼、規範、ネットワークといった社会組織の特徴」

（ソーシャル・キャピタル研究の歴史的経緯）
1916年：アメリカの教育学者ハニファンが学校のコミュニティーにおける共感、交流
をSCとして取り上げた。
1961年：アメリカのジャーナリスト ジェイコブズが『アメリカの大都市の死と生』で都
市部の社会的ネットワークをSCとして。
1988年：アメリカの社会学者コールマンがSCを個人が協調行動を起こすメカニズム
（信頼、互酬性の規範、社会的ネットワーク）を説明。
1993年：アメリカの政治学者パットナムが『哲学する民主主義』で南北イタリアの地
方政府の制度パフォーマンスの違いに関して、SC（信頼、規範、ネットワーク）から
説明。
2000年以降：
OECD,世銀等の国際機関、及び各国政府レベルでも研究テーマとして取り上げられ、
日本でも学術レベルの研究が進む。JICAも政策・事業へのインプリケーションのレ
ベルで研究。

2-4．新たな社会資本（ソーシャル・キャピタル）の全体図

12
社会的共通資本

２
社会的

インフラスト
ラクチャー

１
自然環境

３
制度資本

人
人

人
人

人

人
人
人

人

人

人
人

集団

集団

集団

集団 集団

関係の定義
１．人―人
２．人ー集団
３．集団ー集団

１．地縁
２．血縁
３．社縁 社会関係資本

ゲマインシャフ
ト的（共同社会）

ゲゼルシャフト
的（利益社会）

NNW
（豊かさ）

GNH
（幸福）

政治・経済・社会活動

成果
（Output)

GDP
（国民総生産）

A.
主に経済活動を通じて生み

出された付加価値

1973年、経済審議会NNW開発委員会編『新
しい福祉指標』；〔1〕NNW政府消費、〔2〕NNW
個人消費、〔3〕生活関連社会資本、〔4〕個人
耐久消費財サービス、〔5〕余暇時間、〔6〕市
場外活動〔7〕環境維持経費、〔8〕環境汚染、
〔9〕都市化に伴う、、「国民生活指標（NSI)」へ

1972年、ブータン国：
1.心理的幸福、2.健康、3.教育、4.文
化、5.環境、6.コミュニティー、7.良い
統治、8.生活水準、9.自分の時間の
使い方の9つの構成要素

1758年、ケネーの経済表、
1936年、ケインズの一般理論、
1953年、国連のSNA
1年間の経済活動と経済取引を会

計形式で経済循環を示す統計とし
て発展。

財の補強、
維持管理、
制度更新、
環境保全
等の行為

（社会の公共財）

B.
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経済活動
（社縁：利益・契約社会）

2-5. 社会資本（ソーシャル・キャピタル）の変遷ー軸となる社会関係のシフト

13

企業 労働者
労働力

報酬

生産活動 消費商品

社会的共通資本の整備

社会・福祉活動
（地縁、血縁：共同社会）

集団
（NPO,NGO,市民団
体、地域組織等）

個人
（市民）

参加

相互扶助
活動

援助が必要
な人・家族支援

行政による産業・経済活動の支援 行政による地域・市民活動の支援

GDPに計上される
経済的付加価値

GDPに計上されない
社会的価値

軸のシフト？

産業革命以来、20世紀後半まで
、物質文明、大衆消費社会を牽引
した資本主義社会。

20世紀後半、近代社会の行き詰まり

の中で、人類が模索し始めた新たな
社会の在り方。

拡充していく必要が出てきた

2-6．社会資本（ソーシャル・キャピタル）の軸がシフトした原因ー生産人口vs. 従属人口

年少人口
（0～14歳）

生産年齢人口
（１５～６４歳）

老年人口
（65歳～）

1930 37 ％ 59 ％ 4 ％

1960 30 64 6 

1965 26 68 6 

1970 24 69 7 

1975 24 68 8 

1980 24 67 9 

1985 22 68 10 

1990 18 70 12 

1995 16 69 15 

2003 14 67 19 

2025 12 60 29 

2050 11 54 36 

総務省統計局『国税調査報告』による。2003年のみ、『労働力調査年報』より。2025，2050年は推計値。

１０ 対 １

２ 対 １
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経済活動
（社縁：利益・契約社会）

企業 労働者
労働力

報酬

生産活動 消費商品

社会・福祉活動
（地縁、血縁：共同社会）

集団
（NPO,NGO,市民団
体、地域組織等）

個人
（市民）

参加

相互扶助
活動

援助が必要
な人・家族支援

行政による産業・経済活動の支援 行政による地域・市民活動の支援

高度成長期

１０ 対 １

現在から近い将来

２ 対 １

社会的共通資本の整備 ？

2-7. 社会・福祉活動を支える社会関係資本ーーー共助

16

労使関係

営利企業の
生産関係財

財・サービス

消費生活
(格差の再生産）

競
争
原
理

（GDP
活動）

企業活動モデル

地域の社会関係資本

居住関係 血縁関係

自治会関係
学校関係

(父母会等）

職場関係
（地元企業）

地域イベン
ト関係

地域研究関
係(郷土史）

商工会関
係

趣味の集
まり関係

NPO,市民
活動関係

共助

共生自
治
体
の
役
割
は
？

共
創
原
理

（Non GDP活動）

地域社会の共助モデル将来的にシフトする？

社会的共通資本の整備
（GDP,生産活動を支える）

社会的共通資本の整備
（Non GDP,社会・福祉活動を支える）
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3-1.開発の質的転換： 経済成長志向の産業開発から調和のとれた社会開発へ

17

封建社会 近代社会 Post近代社会？

ゲマインシャフト的社会
（共同社会）

ゲゼルシャフト的社会
（利益・契約社会）

自然・人・地域共創社会
（共生社会）

都市化・工業化
（ハードな大衆消費社会）

農林水産業中心
脱工業化社会

（ソフトな情報化社会）

物質文明
（大衆消費社会）

精神と物質文明の調和
（再生・循環型社会）

資本主義・民主主義
vs.社会主義・国家権力

？？？

集中型・巨大技術 地方分散型・適正技術

経済成長至上主義
（経済・産業・国土開発）

成熟・調和指向の社会
（持続可能な開発？）

17
グローバルな

国境を越えた競争社会

地域社会の伝統文化が
育まれる共創社会

ローカルな
分断された村落共同体

交
流

技
術

体
制

文
明

産
業

社
会

開
発

自然環境の許容範囲で
の生産・消費

封建制国家・絶対王政

人力を動力とした技術

自然の力に逆らわず

３．持続可能な開発

3-2. 従来型成長モデルから新しい社会発展モデルへ

18

開発 経済成長社会資本形成
（産業、経済、ビジネス）

持続可能な開発 社会発展人的資本
（教育、研究、健康、創造）

社会的共通資本
１．自然資本、
２．社会インフラ、
３．制度資本（法、制度）

社会関係資本
A.GDP・生産・経済活動
B.Non GDP・社会・福祉活動

• 拡大再生産のための投資。

• 共生社会投資（社会関係資本）
• 社会的共通資本の修復投資
• 創造的な縮小再生産投資

従来型成長モデル

新しい社会発展モデル

２１世紀モデルへの転換
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参考例１．技術活用の方向性；

科学技術
（社会への適用）

巨大市場を追求する
(規模の経済）

新しい、便利な商品・サー
ビスを提供（新規性）。

購買力のある消費者を
ターゲット。

巨額の投資を必要とする。

大量に消費される市場を
開拓する。(マスマーケット）

巨大な利益を上げる

従来の企業の営利活動
(資本主義の競争原理）

経済力を高める（Economic Innovation)社会力を高める（Social Innovation)

私的利益を追求する。
＋CSR(Corporate Social Responsibility)

小さな市場を多数追求する
(多様性の経済）

既存の設備やサービスの
活用（中古のリノベ）。

社会的弱者・過疎地域を
ターゲット（社会的市場）

小額の投資で実現できる。
(地場の中小・零細企業でも）

小さな市場でもかまわない
(地域市場）

そこそこの利益で満足する
（利益が目的ではない）

社会的企業の活動
(地域主義の共創原理）

公的利益を追求する。より良い社会の建設に
貢献する取り組み。NPO,NGO,地域の企業が
重要な役割を担ってくる。

地域・分散型技術の方向 巨大・集中技術の方向

例えば、フィンテック
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3-3. 考えるヒント； 持続可能な開発に向けての様々な取り組み

参考例2．近代とポスト近代の力学
近代を超克するには、何が必要なのか？

安
心
・
安
全
な
共
生
社
会

目指すべき
“社会的共
通資本”

実
現

社会的課題を明
らかにし、解を
見出し、実現す
る力（社会力）

制度的革新：法規、政策
（ソーシャルイノベーション）

技術革新：
（イノベーション）

補助金制度、
競争環境整備

経済性実現、
ライフスタイル、
競争原理変革

抵抗勢力：既得権益者の制度固定化

抑制力：既存技術の権利者、受益者

抑制

減速、阻止

民主主義、地方自治、参加型社会、
持続可能性追求、共生社会実現、
多様性の受容、真の豊かさ追及、、、

健全な共創環境と自由な発想、
教育、研究開発人材の育成、
知的財産の保護と情報共有、、、

“近代”を超克し、突破する力、社会の変革力、創造力
おしとどめる力

（近代の足かせ、呪い）
１．社会全体で共有される危機感（地球環境、テロリズム等）
２．小さな挑戦を応援する社会的風土（若干のゆとりと助け合い）
３．人と人、人と社会、人と自然の健全な関係性、
４．他者を思いやる利他性、多様性、開放性、、、

過去の成功体験、既得権益
既に手にした便利さの就縛、
自国（地域）第１主義
利己性、現状に縛り、拘束する力

ポストモダン：新し
い社会のビジョン

課題解決の原動力：
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参考例３．社会関係資本の在り方： 公助ー共助ー自助

公助
(政府、公的機関による支援）

共助
(地域社会での相互支援）

自助
(個人、一人ひとり）

共助

自助公助

社会関係資本の強化

（社会関係資本）

地域社会の生活を支える公的・共的・私的サービス

刊行物の名前 分野 発行者
1 広報かまくら 行政一般情報 鎌倉市
2 鎌倉市公共施設再編計画NEWS 公共施設利用 鎌倉市
3 鎌倉淡青会公開セミナー 社会人教育 東京大学鎌倉淡青会
4 体の衰え度チェック 健康 玉縄学習センター
5 公園サポーター養成講座 社会人教育 （公財）鎌倉市公園協会
6 市民団体と市による相互提案協働事業 市民活動 鎌倉市　地域のつながり課
7 鎌倉パートナーズ 市民活動 鎌倉市市民活動センター
8 鎌倉いち場 市民活動 鎌倉いち場実行委員会
9 教養センター　秋期　講座募集案内 教養 教養センター

10 かまくら教育 教育 鎌倉市教育センター
11 鎌倉市地域福祉懇談会　開催のお知らせ 地域福祉 鎌倉市地域福祉懇談会
12 スタディーサポートかまくら 学習支援事業 鎌倉YMCA(市の委託事業として）
13 地区社協だより 福祉 玉縄地区社会福祉協議会
14 もとめーる（藤沢、鎌倉版） 雇用情報 株式会社　イズム
15 古着。古本リサイクル市 りさいくる NPO法人鎌倉リサイクル推進会議
16 歩け鎌倉２０１９ 健康 鎌倉市スポーツ推進委員連絡協議会
17 かまくら共生カフェ コミュニティー 鎌倉市地域共生課
18 アートナビ　鎌倉芸術館 文化・芸術・教養 鎌倉芸術館
19 かまくら議会だより 政治 鎌倉市議会
20 鎌倉衛生時報 健康 鎌倉市衛生協議会
21 タウンニュース　鎌倉版 情報全般 株式会社　タウンニュース社
22 たまなわ 治安 大船警察署
23 鎌倉　防災だより 防災 鎌倉市自主防災組織連合会
24 かまくら暮らしのガイドブック 生活情報全般 鎌倉市・株式会社ゼンリン
25 面白法人　カヤック　株主総会資料 共生 カヤック

鎌倉市内の行政センターや、市役所、自治会配布物、新聞折り込みチラシなどから集めたもの

いわゆる、自治体が
提供する公的なサー
ビス以外にも、地域に
はたくさんの生活支
援サービスや活動が
ある。

伝統的なものから、ご
く最近始まったもの、
個人的なもの、組織
的なものなどが混在
しているが、我々は、
これらのサービス活
動を十分に理解し、活
用しているだろうか？

地域社会には、実は
たくさんの利用されて
いない地域資源があ
るのではないか？安
易に経済的支援や補
助を期待するのでは
なく、自分の地域にあ
る未利用資源に目を
向けると、いままで気
づかなかった新しい
地域の可能性がある
のではないか。
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参考例４．新国富論の概念

23

「GDPで豊かさは測れるか？」
GDPは1年間に生産された物、サービスの総額を表すものだが、それはあくまでも国の生産規

模を表す指標に過ぎない。経済成長だけでは真の豊かさ、幸せは達成できないし、逆に経済
開発によって環境破壊・自然災害、健康状態の悪化など、GDPに表れない損失が社会問題と
なってきている。
GDPの増加だけを志向する場合、GDPに計上されない社会資本を毀損し、将来世代の幸福を
犠牲にすることになりかねない。

1972年のローマクラブの『成長の限界』以来、持続可能な社会についての様々な議論が展開
されてきた。

1987年のブルントラント報告では、持続可能な開発を「将来世代のニーズを満たす能力を損
なうことなく、現在世代のニーズを満たすような発展」とし、1992年のリオデジャネイロでの国
連会議においては、持続可能な開発・保全のための行動計画「アジェンダ21」が採択された。

このような流れを受けて、そして、持続可能性と新国富指標との関係は、国富の大きさではな
く国富の成長率（増分）によって測られる。国富が縮小していくことは将来の豊かさ、幸せを生
み出す原資が減耗していることになり、持続可能性を損なっている。国富が徐々にでも増え
ていくことは将来の世代に対して豊かさの原資を残していることになる。

生産活動によって生み出された運用益を３つの資本群の減耗分を補い、さらに増加させる社
会的投資に回すことが持続可能性を高める。

新国富を構成する３つの資本群

24

１．自然資本

２．人工資本

３．人的資本

その他（調整値）

＋

＝

＋

個別資本の合計

・石油、ガス、等の鉱物資源
・漁業・森林資源
・生態系サービス

・住宅ストック
・工場、機械等
・公共資本

・教育資本
・健康資本

調整 ・原油価格の上昇
・CO²排出量
・資源貿易
・人口変化

新国富

日本の国富【2010年度】：
GDPは504兆円（2位）
国富は6024兆円（2位）
（内訳）
１．自然資本：3802億円（29位）
２．人工資本：2278兆円（2位）
３．人的資本：3709兆円（2位）

2006年―2010年の国富成長率：
日本はプラスとなっている。
新国富指標上位30ヵ国の中でマ

イナス成長となっているのは、ロ
シアのみ。


